
岡山市自転車の安全で適正な利用を促進するための条例(案)の制定について【概要】 

 

１ 条例作成の背景 

岡山市は、通勤通学の交通手段としての自転車分担率が政令市で３番目に高い状況であ

り、自転車利用者への交通安全教育の実施、走行空間の整備や駐輪場の設置等、様々な取

り組みを進めています。 

しかし自転車関連事故は、減少傾向とは言え依然として多い傾向であり、近年、自転車

による人身事故では、高額な損害賠償が求められる事例が増えてきています。しかしなが

ら全国的にも、自転車利用者の保険加入の割合は高いとは言えず、併せて自転車マナーも

決して良いとは言えません。先の市民意識調査では、“自転車損害賠償責任保険への加

入”については「加入していない」との回答が60.2％、“交通ルールの遵守やマナーの良

さ”については「不満」「やや不満」との回答が全体の59.1％となっているなど、本市にお

ける自転車利用の課題が出てきています。 

またその市民意識調査では、“自転車の走りやすさ”について、「満足」「やや満足」と

の回答が全体の13.6％となっており、市内の自転車利用環境に関する満足度は低い状況と

なっています。 

このたびの新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、自転車利用者が増えてきてい

るとの報道もあるなか、これらの課題を解決するためには、自転車の安全で適正な利用の

促進に関し、市や市民、関係機関、関係団体、事業者など地域社会を構成する方々と一体

となって、交通ルールの遵守や道路の整備、保険への加入、交通安全の教育・啓発などに

取り組む必要があります。 

 

２ 条例（案）検討の経緯 

この様な現状を踏まえ、岡山市議会では、自転車の安全で適正な利用の促進を図るた

め、令和元年10月に市議会６会派（自由民主党岡山市議団・自由民主党岡山政隆会・日本

共産党岡山市議団・市民ネット・公明党岡山市議団・おかやま創政会）の議員９名からな

るプロジェクトチームを立ち上げ、議員提案条例の策定に向けた検討を進めてきました。 

令和元年10月        プロジェクトチームを設置 

令和元年10月～令和２年７月 計14回の会議を実施 

令和２年３月        議員研修会を開催 

令和２年７月        条例案をとりまとめの上、策定 

これまで市の担当部局をはじめ、関係機関、関係団体等との意見交換、有識者を招いて

の議員研修会などを実施し、14回の会議を経て、このたび「岡山市自転車の安全で適正な

利用を促進するための条例」の制定を行おうとするものです。 



(1) 意見交換 

№ 関係機関・関係団体等 日程 

1 岡山市市民生活局生活安全課 令和元年10月 

2 岡山市都市整備局交通政策課 令和元年10月 

3 岡山県自転車軽自動車商協同組合 令和元年11月 

4 岡山県自転車・原付防犯登録会 令和元年11月 

5 岡山県警察本部交通企画課 令和元年11月 

6 岡山中央交通安全対策協議会 令和元年11月 

7 岡山市交通安全母の会連絡協議会 令和元年11月 

8 岡山県交通安全協会 令和元年11月 

9 岡山県サイクリング協会 令和元年11月 

10 岡山県バイコロジーをすすめる会 令和元年11月 

11 損害保険ジャパン日本興亜(株)岡山支店法人支社 令和元年12月 

12 東京海上日動火災保険(株)岡山支社 令和元年12月 

13 三井住友海上火災(株)岡山支店岡山第二支社 令和元年12月 

14 あいおいニッセイ同和損害保険(株)岡山支店 令和元年12月 

15 JFBF全日本フリースタイルBMX連盟 令和元年12月 

16 岡山市教育委員会指導課 令和元年12月 

17 岡山県外国人技能実習生受入組合協議会 令和元年12月 

18 岡山市老人クラブ連合会 令和２年１月 

19 岡山県教育庁保健体育課 令和２年１月 

20 全国交通運輸労働組合総連合岡山県支部 令和２年１月 

21 岡山外語学院 令和２年１月 

22 岡山科学技術専門学校 令和２年１月 

23 岡山市連合町内会 令和２年１月 

24 専門学校岡山ビジネスカレッジ 令和２年１月 

25 岡山青年会議所 令和２年７月 

(2) 議員研修会 

 日時…令和２年３月13日 

 場所…岡山市議会本会議場 

 講師…亘理 章（都市交通評論家、日本シェアサイクル協会顧問、自転車活用推進研究

会理事） 

 内容…「市民の自立支援・街づくりに必要な交通政策・施策について（欧州の交通施策

から考える）」 



３ 主な内容 

(1) 目的 

基本理念を定め、市等の責務を明らかにし、自転車の安全で適正な利用及び環境の整備

について必要な事項を定めることにより、自転車の安全で適正な利用を促進することを目

的とします。 

 

(2) 基本理念 

自転車の安全で適正な利用の促進のための基本理念として、自転車は車両であることを

認識し、理解を深めることにより、自転車の有用性が十分に発揮されるよう取り組むこと

を規定します。 

 

(3) 市の責務 

市の責務として、市民等、関係機関、関係団体、事業者と連携・協力し、施策を策定・

実施することを規定します。 

①市民等への交通安全教育、啓発活動を実施すること。 

②市民等や関係機関、関係団体、事業者が実施する取り組みへの支援等を行うこと。 

 

(4) 市民等の責務 

市民等が、自転車の安全で適正な利用への理解を深め、事故や犯罪の防止に努めること

を規定します。また、市や関係機関が実施する施策への協力に努めることを規定します。 

 

(5) 保護者の責務 

保護者が監護する未成年者に対して、自転車の安全で適正な利用に関する教育・指導を

行うよう努めることを規定します。また、監護する未成年者が利用する自転車について、

定期的な点検、整備を行うよう努めることを規定します。 

 

(6) 事業者の責務 

 事業者が、自転車の安全で適正な利用への理解を深め、啓発活動等の取り組みを行うよ

う努めることを規定します。併せて、従業者への交通安全に関する法令・条例等の遵守、

自転車の点検・整備の必要性について、教育を行うよう努めることを規定します。また、

市等が実施する施策に協力するよう努めることを規定します。 

 

(7) 関係団体の責務 

 関係団体による自転車の安全で適正な利用に関する市民等への啓発活動や取り組みにつ

いて規定します。併せて、市等が実施する施策に協力するよう努めることを規定します。 



(8) 歩行者の責務 

歩行者が道路を通行する時、携帯電話を注視することを慎むなど、道路交通に危険を生

じさせないよう努めることを規定します。併せて、夜間の歩行時に、自転車や自動車等の

運転者から認識されるような服装や反射材の装着に努めることを規定します。 

 

(9) 自動車等の運転者の責務 

自動車等の運転者による自転車の通行への配慮、車道での自動車の駐停車について規定

します。 

 

(10)自転車の安全利用 

 自転車の安全な利用、点検整備、防犯対策、交通安全教育、乗車用ヘルメットの着用等

について次のとおり規定します。 

①自転車利用時の歩行者への配慮、左側通行や安全ルールの遵守、定期的な点検、夜間

運行時の反射材等の装備、点字ブロックの上や付近への駐車を禁止すること。 

②防犯対策として、自転車への２か所施錠や籠
かご

カバー装着などに努めること。また、自 

 転車小売業者が防犯対策の普及に努めること。 

③学校では、在学者への発達段階に応じた自転車の安全で適正な利用に関する教育、啓

発、指導を行うよう努めること。また、市は学校設置者に対し協力、情報提供など支

援を行うよう努めること。 

④学校の長は、在学者に対して、発達段階に応じた自転車の安全で適正な利用に関する

教育・啓発・指導を行うこと。 

⑤保護者は、子どもの自転車乗車時に乗車用ヘルメットを着用させることを義務とする

こと。また、市は、乗車用ヘルメットに関する情報提供を行い、普及を図ること。 

 

(11)自転車利用者等による保険等への加入 

①自転車利用者、保護者、事業者、自転車貸出業者の自転車損害賠償責任保険等への加

入について次のとおり規定します。 

(ア)他人の生命又は身体の損害を賠償するための保険加入を義務とすること。 

 (イ)他人の財産の損害を賠償するための保険加入に努めること。 

②自転車小売業者、事業者、自転車貸出業者の自転車損害賠償責任保険等の加入の確

認・情報提供について次のとおり、規定します。 

(ア)自転車小売業者は、自転車購入者に対し、自転車損害賠償責任保険等への加入の

有無についての確認と情報提供に努めること。 

(イ)事業者は、自転車を利用する従業者の自転車損害賠償責任保険等への加入の有無

についての確認に努めること。 



(ウ)自転車貸出業者は、自転車借受人に対し、自転車損害賠償責任保険等の内容に関

する情報提供に努めること。 

③市が自転車損害賠償責任保険等への加入を促進するために、保険等を引き受ける保険

者や関係団体と連携して情報提供等を行うことを規定します。併せて、学校設置者が

当該学校に在学する自転車利用者や保護者に対して、自転車損害賠償責任保険等に関

する情報提供を行うよう努めることを規定します。 

 

(12)自転車を利用する環境の整備 

自転車を利用する環境の整備について、次のとおり規定します。 

①市は、関係機関と連携・協力して、道路を通行する者が安全に安心して通行できる道

路の整備を行うよう努めること。 

②市は、自転車の駐車環境について、利用状況を勘案して整備を行うよう努めること。 

③事業者は、事業活動に応じて、必要な自転車駐車場の確保や駐車場利用の啓発を行う

よう努めること。 

④市は、公共交通に関する事業者と協力して、自転車と公共交通機関の乗り換えのため

の施設整備等を行うよう努めること。 

⑤市は、サイクリング等(自転車を使うスポーツ、レクリエーション活動)を推進するた

め、施設・設備の整備を行うよう努めること。 

⑥市は、コミュニティサイクルを運営する事業者と協力して、コミュニティサイクルの

利用促進のために施設・設備の整備を行うよう努めること。 

⑦市・関係機関・関係団体・事業者は、相互に連携して自転車の安全で適正な利用を推

進するための組織を設置できること。 

⑧毎年５月を自転車安全利用月間として定め、市は、その趣旨にふさわしい取り組みを

実施すること。 

 

(13)その他 

 財政上の措置について規定するほか、「市民等」「自転車利用者」「自転車損害賠償責任

保険等」など条例で使用する用語の意義や、条例の見直しについて規定します。 

  



４ プロジェクトチームの構成議員 

議 員 名 会 派 名  

林  敏  宏 公明党岡山市議団 会 長 

川 本 浩一郎 自由民主党岡山政隆会 副会長 

東     毅 日本共産党岡山市議団  

菅  原  修 日本共産党岡山市議団  

鬼 木 のぞみ 市民ネット  

平 元 道 隆 公明党岡山市議団  

千 間 勝 己 自由民主党岡山市議団  

二 嶋 宣 人 自由民主党岡山市議団  

太 田 栄 司 おかやま創政会  

 

５ 条例案 

 「別紙」をご覧下さい。 

 

６ 今後のスケジュール 

 令和２年９月      定例市議会に条例案を提案 

 令和２年９月下旬    議決後、条例公布 

 令和３年４月１日(予定) 条例施行 



別 紙 
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岡山市自転車の安全で適正な利用を促進するための条例(案) 

 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条－第１０条) 

第２章 自転車の安全利用(第１１条－第１４条) 

第３章 自転車利用者等による保険等への加入等(第１５条－第２０条) 

第４章 自転車を利用する環境の整備(第２１条－第２６条) 

第５章 雑則(第２７条・第２８条) 

附則 

 

本市は、温暖で晴れの日が多く、地形が平坦であるため、市民生活において自転

車はよく利用されている。また、自転車は、環境への負荷が少なく、かつ、身近な

移動手段であって、スポーツ、レクリエーション活動等に利用でき、観光の振興、

地域の活性化等にも活用できるとともに、災害時における交通機能の維持等の役割

その他の高い有用性があることから、更なる利用拡大が望まれている。 

しかしながら、自転車の利用環境に対する市民の満足度は低く、また、ルールを

無視した危険な運転による交通事故や自転車の盗難、ひったくり等の犯罪も発生し

ている。 

このような状況に鑑み、自転車の安全で適正な利用を促進するため、本条例を制

定する。 

 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、自転車の利用に関し、基本理念を定め、市等の責務を明らか

にするとともに、自転車の安全で適正な利用及び自転車を利用する環境の整備に

ついて必要な事項を定めることにより、自転車の安全で適正な利用を促進するこ

とを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に
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定めるところによる。 

 (1) 自転車 道路交通法(昭和３５年法律第１０５号)第２条第１項第１１号の２

に規定する自転車をいう。 

 (2) 市民等 本市に居住し、通勤し、通学し、滞在し、又は本市を通過する者を

いう。 

 (3) 関係機関 自転車の安全利用に関する施策を実施する国及び地方公共団体の

機関をいう。 

 (4) 関係団体 交通安全に関する活動を行うことを主な目的として組織された団

体及び自転車の安全利用に関する活動を行う団体をいう。 

 (5) 事業者 市内で事業活動を行う法人その他の団体及び個人をいう。 

 (6) 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で未成年者を現に監護する

ものをいう。 

 (7) 自転車損害賠償責任保険等 自転車の利用によって他人の生命若しくは身体

又は財産を害した場合に、それにより生じた損害の賠償の責任を負うべきとき

の自転車利用者の損害をてん補する保険又は共済をいう。 

 (8) 学校 市内に所在する学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１条に規定す

る学校、同法第１２４条に規定する専修学校及び同法第１３４条に規定する各

種学校をいう。 

 (9) 自動車等 道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車及び同項第１０

号に規定する原動機付自転車をいう。 

 (10) 自転車利用者 市内において自転車を利用し、又は所有する者をいう。 

 (11) 子ども 次に掲げる者をいう。 

   ア 小学校就学の始期に達するまでの者（以下「幼児」という。） 

   イ 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に就学して

いる者 

 (12) 自転車小売業者 自転車の小売を業とする者をいう。 

 (13) 自転車貸出業者 自転車の貸出しを業とする者をいう。 

 

(基本理念) 

第３条 自転車の安全で適正な利用の促進は、自転車は車両（道路交通法第２条第

１項第８号に規定する車両をいう。）であるという認識の下、自転車の安全で適
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正な利用についての理解を深めることにより、自転車の有用性が十分に発揮され

ることを旨として行われなければならない。 

 

(市の責務) 

第４条 市は、市民等、関係機関、関係団体及び事業者との相互の連携及び協力の

下、自転車の安全で適正な利用の促進に関する施策を策定し、これを実施しなけ

ればならない。 

２ 市は、市民等に対し、自転車の安全で適正な利用を促進するための交通安全教

育及び啓発活動を行うものとする。 

３ 市は、市民等、関係機関、関係団体及び事業者が実施する自転車の安全で適正

な利用に関する取組を支援するため、情報の提供その他必要な措置を講ずるもの

とする。 

 

(市民等の責務) 

第５条 市民等は、自転車の安全で適正な利用について理解を深めるとともに、自

転車に係る事故及び犯罪の防止に努めなければならない。 

２ 市民等は、自転車の安全で適正な利用を推進するとともに、市及び関係機関が

実施する自転車の安全で適正な利用の促進に関する施策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

 

(保護者の責務) 

第６条 保護者は、その監護する未成年者に対して、自転車の安全で適正な利用に

関する教育及び指導を行うよう努めなければならない。 

２ 保護者は、その監護する未成年者の利用する自転車について、定期的に点検し、

必要な整備をするよう努めなければならない。 

 

(事業者の責務) 

第７条 事業者は、自転車の安全で適正な利用について理解を深めるとともに、啓

発活動その他の自転車の安全で適正な利用に関する取組を行うよう努めなければ

ならない。 

２ 事業者は、その従業者に対し、交通安全に関する法令、条例等の遵守、自転車
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に係る点検及び整備の必要性等について、必要な教育を行うよう努めなければな

らない。 

３ 事業者は、市及び関係機関が実施する自転車の安全で適正な利用の促進に関す

る施策に協力するよう努めなければならない。 

 

(関係団体の責務) 

第８条 関係団体は、自転車の安全で適正な利用に関する市民等の理解を深めるた

め、啓発活動その他自転車の安全で適正な利用の促進に関する取組を自主的かつ

積極的に行うよう努めなければならない。 

２ 関係団体は、市及び関係機関が実施する自転車の安全で適正な利用の促進に関

する施策に協力するよう努めなければならない。 

 

(歩行者の責務) 

第９条 歩行者は、道路の通行に当たっては、携帯電話等の画面を注視することそ

の他の注意力が散漫となるような行為を慎むことにより、道路交通に危険を生じ

させないよう努めなければならない。 

２ 歩行者は、夜間に歩行する場合は、明るい目立つ色の服装又は反射材を装着す

るよう努めなければならない。 

 

(自動車等の運転者の責務) 

第１０条 自動車等の運転者は、車道を通行する自転車の安全に十分配慮した運転

に努めなければならない。 

２ 自動車等の運転者は、追越し等のため自転車の側方を通過するときは、当該自

転車との間に安全な間隔を保ち、又は徐行しなければならない。 

３ 自動車等の運転者は、自転車の通行の用に供するために区画された部分又は自

転車が走行する環境が整備された車道にみだりに停車又は駐車を行わないよう努

めなければならない。 

 

第２章 自転車の安全利用 

(自転車の安全な利用及び点検整備) 

第１１条 自転車利用者は、子ども、高齢者、障害者等を含む歩行者の通行及び自
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動車等の運行に十分配慮して自転車を利用しなければならない。 

２ 自転車利用者は、次に掲げる事項を励行することにより、自転車に係る事故及

び盗難等の被害の防止等に関する意識を高めるとともに、自転車の安全で適正な

利用に努めなければならない。 

 (1) 自転車は車道が原則、歩道は例外 

 (2) 車道は左側を通行 

 (3) 歩道は歩行者優先で、車道よりを徐行 

 (4) 安全ルールを守る 

 (5) 子どもはヘルメットを着用 

３ 自転車利用者は、その利用する自転車の定期的な点検及び夜間の視認性を高め

る反射材の装備その他事故の防止のために必要な整備を行うよう努めなければな

らない。 

４ 自転車利用者は、自転車を駐車するときは歩行者及び自動車等の通行を妨げな

いよう努めなければならない。 

５ 自転車利用者は、点字ブロックの上又は付近への駐車を行ってはならない。 

６ 自転車小売業者は、自転車の点検及び整備の必要性に関する情報その他の自転

車の安全な利用に関する情報の提供及び助言を行うよう努めなければならない。 

 

(防犯対策) 

第１２条 自転車利用者は、その利用する自転車について、自転車の２か所を施錠

する等盗難を防止するための措置、籠からのひったくりを防止するためのカバー

の装着その他の防犯対策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 自転車小売業者は、前項の防犯対策の普及に努めなければならない。 

 

(交通安全教育) 

第１３条 市は、市が設置する学校に在学する者に対し、発達段階に応じた自転車

の安全で適正な利用に関する教育、啓発及び指導(以下「教育等」という。)を行

うよう努めるものとする。 

２ 市は、市が設置する学校以外の学校の設置者に対し、教育等を行うよう協力を

求めるとともに、情報の提供その他必要な支援を行うものとする。 

３ 学校の長は、当該学校に在学する者に対し、教育等を行うよう努めなければな
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らない。 

 

(乗車用ヘルメットの着用等) 

第１４条 自転車を運転する者は、自転車に取り付けられた幼児用座席に幼児を乗

車させるときは、当該幼児に乗車用ヘルメットを着用させなければならない。 

２ 保護者は、その監護する子どもが自転車を単独で運転するときは、乗車用ヘル

メットを着用させなければならない。 

３ 高齢者、障害者等で自転車の利用に当たり配慮を必要とするものの同居者等は、

その者に対し、乗車用ヘルメットの着用その他の自転車の安全で適正な利用に関

する事項について必要な助言をするよう努めなければならない。 

４ 市は、乗車用ヘルメットの着用による交通事故の被害の軽減等の情報を提供す

るとともに、乗車用ヘルメットの普及啓発に努めなければならない。 

 

第３章 自転車利用者等による保険等への加入等 

(自転車利用者の自転車損害賠償責任保険等への加入等) 

第１５条 自転車利用者(未成年者を除く。以下この条において同じ。)は、自転車

の利用によって生じた他人の生命又は身体の損害を賠償することができるよう、

自らが被保険者となる自転車損害賠償責任保険等に加入しなければならない。 

２ 自転車利用者は、自転車の利用によって生じた他人の財産の損害を賠償するこ

とができるよう、自らが被保険者となる自転車損害賠償責任保険等に加入するよ

う努めなければならない。 

３ 前２項の規定は、自転車利用者以外の者により、当該利用に係る自転車損害賠

償責任保険等への加入の措置が講じられているときは、適用しない。 

 

(保護者の自転車損害賠償責任保険等への加入等) 

第１６条 保護者は、その監護する未成年者が自転車を利用するときは、自転車の

利用によって生じた他人の生命又は身体の損害を賠償することができるよう、当

該未成年者が被保険者となる自転車損害賠償責任保険等に加入しなければならな

い。 

２ 保護者は、その監護する未成年者が自転車を利用するときは、自転車の利用に

よって生じた他人の財産の損害を賠償することができるよう、当該未成年者が被
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保険者となる自転車損害賠償責任保険等に加入するよう努めなければならない。 

３ 前２項の規定は、保護者以外の者により、当該利用に係る自転車損害賠償責任

保険等への加入の措置が講じられているときは、適用しない。 

 

(事業者の自転車損害賠償責任保険等への加入等) 

第１７条 事業者は、その事業活動において従業者に当該事業者が所有する自転車

を利用させるときは、自転車の利用によって生じた他人の生命又は身体の損害を

賠償することができるよう、当該自転車を利用する者が被保険者となる自転車損

害賠償責任保険等に加入しなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動において従業者に当該事業者が所有する自転車を利用

させるときは、自転車の利用によって生じた他人の財産の損害を賠償することが

できるよう、当該自転車を利用する者が被保険者となる自転車損害賠償責任保険

等に加入するよう努めなければならない。 

３ 前２項の規定は、事業者以外の者により、当該利用に係る自転車損害賠償責任

保険等への加入の措置が講じられているときは、適用しない。 

 

(自転車貸出業者の自転車損害賠償責任保険等への加入等) 

第１８条 自転車貸出業者は、自転車を借り受けようとする者に自転車を貸し出す

ときは、自転車の利用によって生じた他人の生命又は身体の損害を賠償すること

ができるよう、当該自転車を利用する者が被保険者となる自転車損害賠償責任保

険等に加入しなければならない。 

２ 自転車貸出業者は、自転車を借り受けようとする者に自転車を貸し出すときは、

自転車の利用によって生じた他人の財産の損害を賠償することができるよう、当

該自転車を利用する者が被保険者となる自転車損害賠償責任保険等に加入するよ

う努めなければならない。 

３ 前２項の規定は、自転車貸出業者以外の者が当該自転車の利用に係る自転車損

害賠償責任保険等に加入しているときは、適用しない。 

 

(自転車損害賠償責任保険等への加入の確認等) 

第１９条 自転車小売業者は、自転車を販売するときは、当該自転車を購入しよう

とする者(以下「自転車購入者」という。)に対し、当該自転車の利用に係る自転
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車損害賠償責任保険等への加入の有無を確認するよう努めなければならない。 

２ 自転車小売業者は、前項の規定による確認により、自転車購入者が自転車損害

賠償責任保険等に加入していることを確認できないときは、当該自転車購入者に

対し、自転車損害賠償責任保険等への加入に関する情報を提供するよう努めなけ

ればならない。 

３ 事業者は、その従業者のうちに、通常の通勤の方法として自転車を利用する者

がいるときは、当該従業者に対し、当該自転車の利用に係る自転車損害賠償責任

保険等への加入の有無を確認するよう努めなければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 自転車貸出業者は、自転車を借り受けようとする者に自転車を貸し出すときは、

その借受人に対し、当該自転車の利用に係る自転車損害賠償責任保険等の内容に

関する情報を提供するよう努めなければならない。 

 

(情報の提供等) 

第２０条 市は、自転車損害賠償責任保険等を引き受ける保険者及び関係団体と連

携し、自転車損害賠償責任保険等への加入を促進するため、自転車損害賠償責任

保険等に関する情報の提供その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 学校の設置者は、当該学校に在学する自転車利用者及びその保護者に対し、自

転車損害賠償責任保険等に関する情報を提供するよう努めなければならない。 

 

第４章 自転車を利用する環境の整備 

(道路の整備) 

第２１条 市は、関係機関と相互に連携協力し、歩行者、自転車を運転する者、自

動車等運転者その他道路を通行する者がそれぞれ安全に安心して通行することが

できる道路の整備に努めなければならない。 

 

(自転車の駐車対策の推進) 

第２２条 市は、地域の自転車等の利用状況を勘案し、自転車の駐車に係る環境の

整備を行うよう努めなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動を行う施設において自転車の駐車需要を生じさせる場

合は、当該施設の利用者のために必要な自転車駐車場の確保及び自転車駐車場の
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利用の啓発その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

(自転車利用に関する公共交通機関との連携) 

第２３条 市は、公共交通に関する事業者と協力して、自転車と公共交通機関の乗

換えに資する施設の整備等を行うよう努めなければならない。 

 

(施設等の整備) 

第２４条 市は、サイクリング等(自転車を使うスポーツ及びレクリエーション活

動をいう。以下同じ。)を推進するため、案内表示、サイクリング等を行う者が

自転車の整備又は休憩をすることができる施設その他のサイクリング等に親しむ

ための施設及び設備の整備に努めるものとする。 

２ 市は、岡山市コミュニティサイクル事業実施条例（平成２４年市条例第１０１

号）第１条に規定する岡山市コミュニティサイクル事業の利用促進に資する施設

又は設備の整備に努めるものとする。 

 

(推進組織) 

第２５条 市、関係機関、関係団体及び事業者は、相互に連携して自転車の安全で

適正な利用を総合的かつ計画的に推進するための組織を置くことができる。 

 

(自転車安全利用月間) 

第２６条 自転車の安全利用について市民等の関心と理解を深めるため、毎年５月

を自転車安全利用月間とし、市は、その趣旨にふさわしい取組を実施するものと

する。 

 

第５章 雑則 

(財政上の措置) 

第２７条 市は、自転車の安全で適正な利用の促進と利用環境の向上に関する施策

を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

(委任) 

第２８条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

(検討) 

２ 市は、この条例の施行後３年を目途として、この条例の施行の状況について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 


